参考資料１

平成２３年度　東京都の自殺対策について
























（１）現状


◆若年者の自殺死亡率の漸増


◆平成21年人口動態統計によれば、15～19歳、20～24歳、25～29歳の死因の第一位は


『自殺』


◆平成23年の年齢階級別自殺者数（全国）を見ると、20歳未満（対前年69人12.5%増）及


び20歳代（同52人1.6％増）の若者の自殺が増加





（２）具体的対策


◆若年世代に対する教育（ゲートキーパー研修）


　　　・都立看護専門学校　平成23年度　560名　（参考　平成22年度　720名）


・首都大学東京「自傷」をテーマとした講演会　約80名


　　　　＊首都大学東京との共催による事業


　　◆地域自殺対策緊急強化基金を活用した民間団体の取組支援


　　　・若年世代の女性を対象とした「生きるチカラ」養成講座事業　など











（１）現状


　　◆年代別自殺者数（資料４）をみると、男性では30～60歳代、女性では30歳・60歳代が多く


なっている。　　


◆原因・動機別自殺者数（資料４）を見ると、「健康問題」に次いで、「経済・生活問題」が多


くなっている。


◆職業別自殺者数（資料４）をみると、「自営業・家族従事者」「被雇用人・勤め人」が36％、


3人に1人となっている。


（２）具体的対策


　　◆主に勤労者を対象とした対面相談会


　　　・ターミナル駅（新宿・立川）で16:00～20:00


　　　・専門相談員　弁護士、臨床心理士、産業カウンセラー、ハローワーク職員


　　◆ゲートキーパー研修


　　　・中小企業の人事管理担当者等、メンタルヘルス推進リーダー養成研修（出前研修）


　　　・多重債務相談についての研修








若年者対策








中高年に対する対策























（１）背景


◆平成22年自損による救急搬送　4,723件（東京消防庁）


◆平成23年自殺既遂者の6人に1人（17.1％）に自殺未遂歴（警視庁　平成23年暫定値）


◆自死遺族の4人に1人に希死念慮がある（自殺実態調査報告書　H21.3東京都）





（２）これまでの取組


　　◆平成20年度　救急医療機関における自殺企図患者等に関する調査


　　◆平成21年度　自殺未遂者支援事業（3ヵ年事業）


　　　(H21年度)


　　　・救急医療機関における未遂者に関するデータの集計・分析、報告書の作成


・今後の課題と取組の方向性の検討


　　（H22年度）


　　　平成21年度の取組を踏まえた事業の実施


・患者及び家族への心理教育のための教材と教材の内容を簡略化したリーフレットの作成


・医療機関退院後の地域連携を示した「手引き（暫定版）」の作成


　　（H23年度）


　　　平成22年度の取組を踏まえた事業の実施


・作成した心理教育教材やリーフレットを救急医療機関で活用（モデル）し、効果を検証


・保健所を核とした自殺未遂者支援のための地域ネットワークの構築（モデル地域として連携


を図る）


・取組を踏まえ、「手引き」を改訂











（１）背景


　　◆親族や友人など身近な人の自殺は、残された多くの人たちに深刻な心理的影響を及ぼすだけで


なく、心身の健康を害するなど、社会生活への影響も大きい


（２）これまでの取組


　　◆平成19年度～　わかちあいの会（遺族の集い）の開催　＜西多摩保健所＞


　◆平成19年度～　遺族に対する情報提供・・・リーフレットの作成


◆平成21年度～　遺族支援従事者研修（3ヵ年事業）


　　◆平成21年度　　自殺実態調査報告書（自死遺族からの聞き取り調査）





遺族支援事業





未遂者支援事業








地域特性を踏まえた主な重点的な取組





自殺総合対策東京会議分科会におけるテーマ








